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◆令和８年度当初予算は義務的経費や継続事業を中心に骨

格的予算として編成 

政策的に取り組む施策については、補正予算で計上予定 

 

◆綾部チャレンジ予算を計上 

◇子育て支援の拡充 

◇市民のやる気を生かす仕組みづくり 

◇教育環境日本一を目指す取り組み 

◇道路・交通・観光・物流の充実を推進 

 

◆国の経済対策も活用し、物価高騰の影響を受ける市民生

活を支援 
 
 

予算編成の基本的な考え方 

令和８年度 当初予算案 



 
 

 

 

 

■一般会計の予算規模   ２０１億３，１３４万円  （前年度対比△３．３％） 

              【過去２番目】 

■特別会計の予算規模    ８８億５，５５９万２千円（前年度対比△３．０％） 

■公営企業会計の予算規模 １３８億１，１６９万８千円（前年度対比＋４．１％） 

【４年連続過去最大規模】 

■全会計の予算規模    ４２７億９，８６３万円（前年度対比△０．９％） 

 
 (単位：千円)      

 

 

 

区 分 令和８年度Ａ 令和７年度Ｂ 差引Ａ－Ｂ 伸率 

一 般 会 計 20,131,340 20,808,956 △677,616 △3.3％ 

特 

 

別 

 

会 

 

計 

市 立 診 療 所 等 35,447 88,895 △53,448 △60.1％ 

農林業者労働災害共済 2,554 2,709 △155 △5.7％ 

国 民 健 康 保 険 3,240,637 3,463,815 △223,178 △6.4％ 

介 護 保 険 4,762,335 4,792,020 △29,685 △0.6％ 

後 期 高 齢 者 医 療 
【５年連続過去最大】 

777,933 
 

740,173 ＋37,760 ＋5.1％ 

駐 車 場 13,268 12,305 ＋963 ＋7.8％ 

住宅・工業団地事業 23,418 27,289 △3,871 △14.2％ 

計 8,855,592 9,127,206 △271,614 △3.0％ 

公 

営 

企

業 

上 水 道 事 業 2,063,629 1,890,490 ＋173,139 ＋9.2％ 

下 水 道 事 業 3,481,281 3,560,122 △78,841 △2.2％ 

病 院 事 業 
【２年連続過去最大】 

8,266,788 
 

7,811,589 ＋455,199 ＋5.8％ 

計 
【４年連続過去最大】 

13,811,698 
 

13,262,201 
 

＋549,497 
 

＋4.1％ 

合 計 42,798,630 43,198,363 △399,733 △0.9％ 

 

■国の補正予算に対応し、３月補正予算と一体的に予算編成 

 ○戸籍事務費（旧氏対応）                          1,848 千円 

○住民基本台帳等事務費（振り仮名記載対応）               5,037 千円 

○コンビニ交付事務費（旧氏対応）                          1,430 千円 

○拠点避難所等資機材整備事業費                         68,102 千円 

○（上水道会計）給水車整備事業費                            25,735 千円 

       計                       （５事業） 102,152 千円 

  

■実質的な一般会計の予算規模 

 20,131,340 千円＋76,417 千円＝20,207,757 千円（前年度対比△3.2％） 
      （令和８年度当初予算）             （令和７年度３月補正予算）              〔令和７年度当初予算＋令和６年度３月補正予算：２０，８６８，９００千円〕 
  

予算案の規模 



 
 

 

 

■一般会計の予算規模   ２０１億３，１３４万円 

（前年度対比△６億７，７６１万６千円 △３．３％） 
 

○一般会計予算総額の主な減額要因 

    普通建設事業費の減      1,422,018 千円（R7:2,238,021 千円   △816,003 千円） 

       （綾部ひまわり共同保育園整備事業補助金△253,000 千円、総合運動公園改修事業費（浄化槽、グラウンドトイレ）△151,000 千円、 

まちづくりセンター大規模改修事業費△163,000 千円、保健福祉センター改修事業費△144,000 千円、 

橋りょう長寿命化対策事業費△70,000 千円 等） 

    物件費の減        3,829,547 千円（R7:4,051,035 千円    △221,488 千円） 
（自治体 DX 推進事業費△98,000 千円、販売促進キャンペーン事業費△60,000 千円、ＩＣＴ推進事業費△20,000 千円、 

観光プロモーション事業費△20,000 千円 等） 

人件費の増            4,650,752 千円（R7:4,407,361 千円     ＋243,391 千円） 
       （職員給与費＋170,000 千円、会計年度任用職員＋87,000 千円 等） 

   公債費の増        1,444,666 千円（R7:1,328,879 千円   ＋115,787 千円）  
      （過疎対策事業債に係る元金＋46,000 千円、利子＋3,000 千円の増 等）                                

                                         合計          △６７８，３１９千円 

 

 

 

■全会計の予算規模    ４２７億９，８６３万円 

（前年度対比△３億９，９７３万３千円 △０．９％） 
 

○後期高齢者医療特別会計 ７７７，９３３千円 

（前年度対比  ＋３７，７６０千円  ＋５．１％）【５年連続過去最大】 

保険料の改定等により、後期高齢者医療広域連合納付金が増加 

                         765,866 千円（R7:727,956 千円  ＋37,910 千円） 

  

○病院事業会計    ８，２６６，７８８千円 

（前年度対比 ＋４５５，１９９千円  ＋５．８％）【２年連続過去最大】 

医療機器整備事業費   650,000 千円（R7:353,555 千円  ＋296,445 千円） 

（電子カルテシステム、医療機器の更新） 

大規模改修事業費    15,411 千円（R7: 88,429 千円  △73,018 千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算案の規模の分析 



 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計の主な歳入 

単位：千円、（ ）は令和７年度、前年度対比 

【参考】 ■基金残高 ３月補正後 4,649,044千円（ 5,248,637千円） 市民1人当たり基金残高 152千円（169千円） 

■市債残高 ３月補正後 15,744,852千円（15,873,043千円） 市民1人当たり市債残高 514千円（511千円） 
【１月末住基人口：30,650人（31,063人）】 

■市税      4,719,935（4,730,649）△0.2％ 

個人市民税     1,426,254（ 1,393,848）＋2.3％ 

法人市民税      259,369（   272,970）△5.0％ 

固定資産税     2,615,917（ 2,640,167）△0.9％ 

■地方消費税交付金 
950,000（ 800,000）＋18.8％ 

■環境性能割交付金 4,000（ 37,000）△89.2％ 

■地方特例交付金 71,000（ 33,000）＋115.2％ 

■地方交付税  5,517,000（5,276,000）＋4.6％ 
普通交付税    4,867,000（ 4,626,000）＋5.2％ 

特別交付税     650,000（   650,000）増減なし 

■国庫支出金 2,588,225（ 3,020,485）△14.3％ 
綾部ひまわり共同保育園整備事業補助金 0（174,134）皆減 

自治体ＤＸ推進事業費 31,458（129,547）△75.7％ 

黒谷和紙拠点施設整備事業費 35,402（  ‐  ）皆増 

 

■府支出金   1,991,120（ 1,849,343）＋7.7％ 
原子力災害避難ヘリポート整備事業費 

             170,000（13,156）＋1,192.2％ 

学校給食費補助事業費   74,246（  -  ）皆増 

地域密着型サービス等整備等助成事業費 0（28,681）皆減 

 

■繰入金   2,268,438（ 2,539,080）△10.7％ 
財政調整基金   1,116,903（1,049,237）＋6.4％ 

減債基金      135,781（  224,111）△39.4％ 

地域振興基金    526,072（  715,908）△26.5％ 

■市債       807,300（ 1,366,000）△40.9％ 
 （内 過疎債 691,900（768,800）△10.0％） 

高倉公園テニスコート改修事業費 154,000（  ‐  ）皆増 

まちづくりセンター大規模改修事業費 0（153,700）皆減 

総合運動公園改修事業費 0（151,100）皆減 

 

（ ）は令和６年度３月補正後 



 
 

綾部チャレンジ予算 

 

１．保育料負担の軽減など、子育て支援を拡充  
 
○保育料負担の軽減（拡充） 影響額９,０８６千円               資料③-１ 
 

保育所等の保育料を減額し、子育て世帯の経済的負担を軽減します。 
（内容）保育料の減額 

システム改修  
９月からの後期保育料算定から適用開始 

【担当：子育て支援課】 

 

２．綾部市民の「やる気」を生かす！  
 

○プロジェクトチームⅩ補助金（新規） １,０００千円             資料③-２ 
 

市の活性化に向けたアイデアを研究するチームを支援し、市民の提案を聴く仕組みづくりを推進します。 
（内容）補助対象：市民を含む３人以上が組織するチーム 

     補助対象経費：研究費、調査費、広報費、会議費等 
補助内容：１００千円／チーム（補助率１０／１０） 

      

【担当：企画政策課】 

 

３．教育環境日本一を目指す  
 
○メタバース教育支援センター事業費（新規） ７７０千円           資料③-３ 

 

メタバース（仮想）空間での教育支援センターを導入し、不登校児童・生徒の学習及び自立を支援します。 

（内容）メタバース空間を利用した学習支援、コミュニケーション、教育相談等 

        対象：不登校状態の児童・生徒１０人 
        開始時期：９月（予定） 

     【担当：学校教育課】 

 

 

○学びに向かう力・論理的思考力育成研究事業費（拡充） １,４４０千円     資料③-４ 
 

認知能力や非認知能力、論理的な思考力を育成することによる学力の向上を図ります。 
（内容）授業改善を図るため、大学教授等を招へいし、研究を実施 

【担当：学校教育課】 
 

  

○綾部の学校魅力向上事業費（新規） １,２００千円              資料③-５ 
 
市と包括連携協定を締結している京都産業大学と連携し、小規模特認校をはじめとした、市内の小・中学校の
教育の特色化を推進し、学校の魅力向上を図ります。 

   （内容）大学の専門性と地域の素材・人材を生かした体験授業や探求学習を実施 
【担当：学校教育課】 

 

 

○（小学校）あやべっ子英語未来プロジェクト事業費（新規）  ８４７千円 
○（中学校）あやべっ子英語未来プロジェクト事業費（拡充）３，４１３千円 

 
国際理解教育を推進するため、新たに小学６年生、中学１年生にも外部検定試験を導入し、小中一貫した英語
教育の充実を図ります。 
（内容）英語４技能を測定するための外部検定試験の実施 

     小学６年生、中学１年生も対象とすることで、小中学校で連携した英語指導に活用 
【担当：学校教育課】 

 

子育て 

子育て 

子育て 

子育て 

子育て 

物価 

高騰 



 
 

４．道路・交通・観光・物流の充実  
 

○タクシー運行維持確保事業費補助金（継続） １８,０９２千円         

 
夜間のタクシー需要の増加が見込まれる時期の運行台数を確保します。また、利用者の利便性を高めるためキ
ャッシュレス決済システムの導入を支援します。 
（内容）【運行台数確保】対象：４月～３月中旬の２０時～２４時 

木・金・土曜日、祝日の前日は３台 
それ以外の日は２台 

【担当：市民協働課】 
 

 

○交通空白地有償運送事業費補助金（拡充） ７,５９３千円            資料③-６ 
 

車両取得事業及び運送事業に対して支援を拡充します。また、運行予定事業者が行う初期活動に対して支援を
行います。 
（内容）車両取得事業：対象経費の１０／１０以内（上限５，０００千円） 
    運送事業：①と②のいずれか少ない方の額以内（上限２，０００千円） 
         ①事業費の７／１０ 
         ②対象経費から収益・会費等を控除した額 
    運行予定事業者の初期活動支援：１０／１０以内（上限１００千円） 

【担当：市民協働課】 
 
 

○野田須知山線整備事業費（継続） ７８,０００千円  
 

安全性と利便性の向上を図るため、道路整備を行い、道路環境の充実を目指します。 
   （内容）平面測量、道路築造工事（Ｌ＝１９０ｍ） 

【担当：建設課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全 

安心 

安全 

安心 

安全 

安心 

物価 

高騰 



 
 

切れ目なく市民生活を支える予算 

 

（新規・拡充事業） 

 
○乳児等通園支援事業費（新規） ５，３９５千円                資料③-７ 

 
全ての子どもの育ちを応援し、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利
用できる乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度)の実施 
（内容）利用対象：０歳６カ月～満３歳未満の子ども 

利用可能時間：子ども１人当たり月１０時間（上限） 
【担当：子育て支援課】 

 
 

○児童館改修事業費（新規） １３，９５９千円 
 

施設の老朽化に伴う改修を行い、利用環境を向上します。 
（内容）なかすじ児童センター（中筋町）の空調、照明ＬＥＤ化に係る改修 

【担当：子育て支援課】 
 
 

○物部保育園改修事業費（新規） ３，４３２千円 
 
施設の老朽化に伴う改修を行い、利用環境を向上します。 
（内容）門扉及びフェンスの改修 

【担当：子育て支援課】 
 
 

○年中児発達サポート事業費（拡充） １，１０６千円 
（５歳児健診分３５７千円） 
 
言語の理解能力や社会性が発達する時期である５歳児を対象に健康診査を実施します。 

   （内容）問診・園での集団観察 
       必要に応じ児童に対する小児科医の診察 

【担当：こども支援課】 
 
 

○障害者施策推進事業費（拡充） ４，１４８千円  
（障害福祉計画・障害児福祉計画策定３，８４２千円） 
 
（内容）関係団体等調査、計画策定、計画書印刷 
    計画期間：令和９年度～令和１１年度  

【担当：障害者支援課】 
 
 

○あやべ健康増進・食育推進計画策定事業費（新規） ７，６１１千円  
 

あやべ健康増進・食育推進計画の見直しを実施します。 
（内容）アンケート、計画策定、計画書印刷 
    計画期間：令和９年度～令和１３年度  

【担当：保健推進課】 
 
 

○母子予防接種事業費（拡充） ６３，２２３千円 
（ＲＳウイルスワクチン定期接種４，７１３千円） 
 
新生児のＲＳウイルス感染症を防ぐため、妊婦を対象にＲＳウイルスワクチンの定期接種を実施します。 
（内容）４月から定期接種 

接種対象：妊娠２８週～３６週の妊婦 
接種単価：３０，５００円（接種費用に対する自己負担なし） 
接種方法：産婦人科で個別接種  

【担当：こども支援課】 

 

子育て 

子育て 

環境 

 

子育て 

子育て 

子育て 



 
 

 
○農業用施設等改良整備事業費（新規） ２０，２００千円 

  
農地の保全を図るため、農業用施設を整備します。 
（内容）城ノ腰水路（高槻町）：水路改修工 

別所池（小畑町）  ：取水施設工 
【担当：農政課】 

 
 

○茶業振興対策事業費（新規） ２，０７０千円             
 

摘採や茶園管理の省力化により茶の生産体制の強化を図るため、茶園管理機の導入に対して支援を行います。 
（内容）事業主体：綾部市茶生産組合連合会 

整備内容：摘採機 
【担当：農政課】 

 
 
○みんなで守る綾部の山林事業費（拡充） ３５，８９１千円  

 
安全な暮らしにつながる山林の適正な管理に努め、個人や林業経営体による森林整備等に対して支援を行い 
ます。 
（内容）①森林所有者や委託を受けた団体等が実施する森林整備に対して補助 

        補助単価：作業道整備（２千円／ｍ）、搬出間伐（府森林整備単価）、 
重機リース（１／２以内 上限１００千円） 

       ②府の補助対象とならない人家裏の山林等の危険木の除去に対して補助     
補助率：人家裏の危険木除去経費１／２（上限額５００千円） 

③国・府の補助対象とならない林業機械の借上げに対する補助 
対象機械：１台当たりの借上料が日額３０千円以上のもの 

        補助率：１／２（１林業事業体あたり補助上限額１，０００千円） 
       ④国の事業（森林環境保全直接支援事業）を活用して間伐を実施する林業事業体に対して補助 

（補助対象経費の１０％以内） 
       ⑤自分の山を自分で管理できるよう小規模の森林整備を実施するための研修を実施 
        研修内容：チェーンソーの取り扱い方法等 
       ⑥山土場から市場までの間伐材の運搬に対する補助 
        補助単価：１，５００円／㎥ 
       ⑦丹波くり、まつたけ等の生産振興に対する補助 
        くり：苗木配布、獣害侵入防止柵設置（補助率１／２） 
        まつたけ：樹幹注入に対する補助（補助率１／２） 
       ⑧集落周辺に侵入し、荒廃した危険な竹林整備に対する補助（新規） 

補助率：１／２（上限額１，０００千円） 
                  【担当：林政課】 

 
 

○野生鳥獣被害総合対策事業費（拡充） ３２，８２４千円 
（緊急銃猟１，０６５千円） 

 
住宅地等へのクマの出没に対応するため、緊急銃猟対策を実施します。 
（内容）駆除等報償、射撃訓練、保険等 

【担当：林政課】 
 
 

○創業・事業承継支援事業費（新規） ７,７７９千円               資料③-８ 
  
   集客施設の開店を支援することにより、にぎわいづくりと商業の活性化を図るほか、事業承継を推進します。 

（内容）創業・第二創業による新たな集客施設（小売店、飲食店等）の開店、または事業承継をした事業者の 
運転資金を支援 

       実施主体：綾部商工会議所 
【担当：商工労政課】 

 
 

○防災情報システム整備事業費（新規） ５，３８２千円 
 

京都府が実施する防災情報システムの更新に対して負担を行います。 
（内容）防災情報システムの更新（消防本部） 

     【担当：消防本部警防課】 

安全 

安心 

安全 

安心 

安全 

安心 



 
 

 
○防災行政デジタル無線整備事業費（新規） ６５，７６６千円 

 
防災情報の伝達手段を確保するため、防災行政デジタル無線の更新を行います。また、屋外拡声子局を追加  
整備します。 
（内容）防災行政デジタル無線の送受信装置の更新 

屋外拡声子局の整備（下市地区） 
    【担当：防災・危機管理課】 

 
 

○（小学校）大規模改修事業費（新規） ６，５００千円 

 
施設の老朽化に伴う改修を行い、安全・安心の教育環境を整備します。 
（内容）綾部小学校の給食調理室の屋根改修 

【担当：学校教育課】 
 
 

○（中学校）大規模改修事業費（新規） ２３，９４６千円 

 
施設の改修を行い、安全・安心の教育環境を整備します。 
（内容）綾部中学校のバリアフリー改修（エレベーター整備、トイレ改修等）に係る設計業務 

【担当：学校教育課】 
 
 

○（小学校）学校給食費補助事業費（拡充） ７４,２４６千円           資料③-９ 
 

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、学校給食費に対して補助を実施し、給食を無償化します。 
（内容）小学校の給食費に対する補助 
    補助対象：給食を実施する市内小学校 
    補 助 額：国の基準額（在籍児童数×基準額（５，２００円／月）×１１カ月） 

【担当：学校教育課】 
 
 

○遠距離通学等対策費（拡充） ３５，９５８千円 
（豊里小学校スクールバス更新１４，０２８千円） 
 
老朽化した豊里小学校のスクールバスを更新します。 
（内容）スクールバス更新（２９人乗り） 

【担当：学校教育課】 
 
 

○（小学校）空調設備整備事業費（拡充） ２８，１２０千円 
○（中学校）空調設備整備事業費（拡充） ２９，０５７千円 

 
管理諸室等の空調設備の改修を行い、教育環境を整えます。 
（内容）綾部小学校、吉美小学校、綾部中学校 

【担当：学校教育課】 
 
 

○天文館改修事業費（新規） ６，３４２千円 
 

施設の老朽化に伴う改修を行い、利用環境を向上します。 
（内容）上映装置更新等 

【担当：社会教育課】 
 
 

○中央公民館改修事業費（新規） ８，１２６千円  
 

施設の老朽化に伴う改修を行い、利用環境を向上します。 
（内容）自動ドア修繕、玄関庇撤去等 

【担当：社会教育課】 
 
 
 
 

安全 

安心 

子育て 

子育て 

物価 

高騰 

子育て 

子育て 

子育て 環境 

 



 
 

 
○各地区公民館改修事業費（新規） ９，２１８千円 

 
施設の老朽化に伴う改修を行い、利用環境を向上します。 
（内容）中筋公民館（ふれあいセンター）の雨樋、屋外階段等の改修 

【担当：社会教育課】 
 
 

○高倉公園テニスコート改修事業費（新規） １８４，５９１千円          資料③-10 
 

施設の老朽化に伴う改修を行い、施設の利便性を向上します。 
（内容）第１、第２テニスコート（全８面）の人工芝張替、防砂ネットの設置 

【担当：文化・スポーツ振興課】 
 

（継続事業） 

○国際交流事業費（継続） １，０２０千円 
 
増加する在住外国人との共生社会の実現を図るための取り組みを推進します。 
（内容）日本語教室や相談のほか、関係機関との連絡会議、講座等の開催 

【担当：企画政策課】 
 
 

○自治体ＤＸ推進事業費（継続） ５１，９１８千円 
 

自治体ＤＸ推進計画に基づき、行政のデジタル化を推進します。 
（内容）ガバメントクラウド（政府が整備する共通的なクラウドサービス環境）移行作業 

【担当：行政デジタル推進課】 
 
 

○住宅用太陽光発電システム等設置補助事業費（継続） ３，６００千円 
 

ゼロカーボンシティの実現に向けて、市民の設備導入を支援します。 
（内容）太陽光発電システム：補助額１５千円／kw（上限６０千円） 

蓄電システム   ：補助額１０千円／kw（上限６０千円） 
【担当：環境政策課】 

 
 

○自治会女性活躍促進事業費（継続） １１０千円                   
 

地域社会における女性の活躍促進を目的として、地域社会の中心を担う自治会組織における男女共同参画意識
の醸成を図ります。 
（内容）女性活躍に係る講座の開催 

【担当：人権推進課】 
 

 

○防犯カメラ設置事業費補助金（継続） ６，５００千円             
 

市民の安全・安心な暮らしを見守るため、防犯カメラの設置を支援します。 
（内容）綾部市自治会連合会と各地区自治会連合会による防犯カメラ設置を支援 

各地区５００千円（上限） 
【担当：市民協働課】 

 
 

○保育所等副食費支援事業費（継続） ８，７８４千円              資料③-11 
 

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、保育所等の副食費に対する支援を行います。 
（内容）１人当たり月額２千円を支援 負担軽減額：約２４千円／年 

【担当：子育て支援課】 
 
 
 
 
 

デジ 

タル 

環境 

 

安全 
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ジェン

ダー 

子育て 物価 

高騰 

物価 

高騰 

多文化 



 
 

 
○し尿等汚水処理効率化事業費（継続） ２５，６００千円 

 
汚水処理の効率化を図るため、し尿等の公共下水道への受け入れに必要な施設を整備します。 
（内容）取水施設実施設計、地歴調査等  

【担当：環境政策課】 
 

○人材確保支援補助金（継続） ３，８５０千円 
 

人材育成や副業人材の活用等の雇用対策に対して支援を行います。 
（内容）【副業人材活用支援】 

   副業人材を募集する登録料や求人掲載料 
 補助率：１／２ 補助額：上限５０千円 
【インターンシップ支援】 

インターンシップ受け入れに要する経費 
補助額：１人１日５千円（最長６日間、上限３０千円） 

【雇用・定住促進支援】 
社員寮の建築、購入、賃貸への支援 
・建築、購入  補助率：１／４ 補助額：上限１，０００千円 
・賃貸        補助率：１／４ 補助額：１棟当たり上限５００千円 

【福利厚生支援】 
福利厚生や健康増進として市内運動施設等の使用料・入会金 

        補助率：１／２ 補助額：上限１００千円 
  【担当：商工労政課】 

 
 

○認定農業者経営発展支援事業費（継続） ７，０００千円 
 

持続可能な地域農業の推進と農業経営力の向上を図るため、認定農業者の経営を発展させる取り組みに対して 
支援を行います。 
（内容）対象：認定農業者 

補助率：３／４ 補助額：上限２００千円 
                                            【担当：農政課】 
 
 

○団体営ため池等整備事業費（継続） ２０，２００千円 
 

地域防災の安全性を確保するため、不用となった農業用ため池を廃池とします。 
（内容）竜仏池（味方町）：廃池工 

【担当：農政課】 
 
 

○ものづくり企業振興補助金（継続） ３７，２００千円  
 

事業の継続や拡大を図るため、生産設備の導入や展示会、商談会への出展等の取り組みに対して支援を行  
います。 

   （内容）【設備導入支援】 
生産設備の整備費（１，０００千円以上）に対する補助 
補助率：中小企業者１／２ 小規模事業者２／３ 補助額：それぞれ上限１，０００千円 

       【販路拡大支援】 
       展示会や商談会への出展費用に対する補助 
       補助率：１／２ 補助額：上限１００千円 

【開発支援】 
       新製品等の研究開発に必要な試験機器の利用に対する補助 
       補助率：１／２ 補助額：上限２００千円 

【設備リース支援】 
       生産性向上などのため、機械及び装置の導入に要したリース契約に対する補助 
       補助額：上限５００千円 
       【災害復旧支援】 
       補助率：１０／１０ 補助額：上限１，０００千円／件 

【担当：商工労政課】 
 
 
 

安全 

安心 

環境 

 



 
 

 
○黒谷和紙拠点施設整備事業費（継続） ７１，７５２千円             資料③-12 

 
黒谷町に無形文化財である黒谷和紙の生産施設と体験機能を持つ新拠点施設を整備します。 
（内容）連絡橋整備工事、拠点施設実施設計、用地買収 
    供用開始：令和１０年度（予定） 

【担当：商工労政課】 
 
 

○あやべ温泉等施設改修事業費（継続） ６，００２千円  

  

あやべ温泉施設の維持管理のため、老朽化した設備等を更新します。 

（内容）井水用ろ過機ろ材取替、玄関ホール照明取替、温泉棟配管改修 
      【担当：観光交流課】 

 
 

○道路整備事業費（継続） １２９，９６６千円 
 

生活道路の計画的な整備や適切な維持管理に努め、安全で快適に移動できる道路環境の充実を図ります。 
（内容）市道の改良、舗装ほか 

 【担当：建設課】 
 
 

○橋りょう長寿命化対策事業費（継続） １０６，２５３千円 
 

老朽化する市道橋の長寿命化を図るため、市道橋の点検、詳細設計及び改修工事を実施します。 
（内容）定期点検：橋りょう４１橋 

     詳細設計：綾部工業団地大橋（渕垣町）、えびす橋（上延町） 
改修工事：柿長橋（物部町）、堂の下橋（物部町）、北大橋橋（井倉新町） 

【担当：建設課】 
 
 

○木造住宅耐震改修費補助事業費（継続） １４，５００千円              

 

木造住宅の耐震改修に係る助成を行い、早期の耐震化工事を促進します。 
（内容）多雪区域以外：１，１５０千円／件 

多雪区域  ：１，４００千円／件 
     ※多雪区域：老富町、光野町、故屋岡町、睦寄町、五泉町、五津合町、八津合町 

      【担当：都市建築課】 
 
 

○消防車両整備事業費（継続） ４３，５４５千円 
 

老朽化した救急車を計画的に更新します。 
（内容）高規格救急車１台（消防本部） 

           【担当：消防本部警防課】 
 
 

○防災基盤整備事業費（継続） ５７，９４２千円 
 

安全・安心のまちづくりの推進を図るため、消防施設を整備します。 
（内容）消防ポンプ格納庫１棟（井倉町） 

防火水槽２基（物部町、白道路町） 
     【担当：消防本部管理課】 

 
 

○原子力災害避難ヘリポート整備事業費（継続） １７０，０００千円        資料③-13 
 

原子力災害時に救助用のヘリコプターが離着陸するヘリポートを奥上林地区に整備します。 
（内容）ヘリポート整備 １カ所（睦寄町） 

【担当：防災・危機管理課】 
 
 
 

安全 

安心 

安全 

安心 

安全 

安心 

安全 

安心 

安全 

安心 

安全 

安心 



 
 

 
○（中学校）学校給食費補助事業費（継続） １２,４１２千円           資料③-14 

 
子育て世帯の経済的負担を軽減するため、学校給食費に対して補助を実施します。 
（内容）中学校等の給食費に対する補助 

補助対象：給食を実施する市内中学校等 
    補 助 額：生徒等 1 人につき１食当たり１００円を補助 負担軽減額：約２０千円／年 

        【担当：学校教育課】 
 
 
 

○埋蔵文化財発掘調査事業費（継続） ５３，８９２千円 
 
埋蔵文化財包蔵地の発掘調査等を行います。 
（内容）発掘調査地：青野町、里町 

【担当：社会教育課】 
 
 

 

 

綾部チャレンジ予算            （ 10 事業 121,441 千円） 

 

安全・安心のまちづくり         （ 15 事業 792,454 千円） 

安心して子育てできるまちづくり     （ 19 事業 322,894 千円） 

デジタル社会への対応やゼロカーボンシティへの取組 

（  6 事業 152,254 千円） 

ジェンダー平等や多文化共生など多様な社会への対応 

（  2 事業    1,130 千円） 

 

物価高騰への対応            （  6 事業 129,120 千円） 

 

子育て 
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デジ 

タル 
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（歳入） （歳出）　性質別 （歳出）　目的別 （単位：千円、％）

令和8年度(A) 令和7年度(B) 差引(A)-(B) 伸率 構成比 令和8年度(A) 令和7年度(B) 差引(A)-(B) 伸率 構成比 令和8年度(A) 令和7年度(B) 差引(A)-(B) 伸率 構成比

1 市 税 4,719,935 4,730,649 △ 10,714 △ 0.2 23.4 1 人 件 費 4,650,752 4,407,361 243,391 5.5 23.1 1 議 会 費 200,881 189,165 11,716 6.2 1.0

2 地 方 譲 与 税 229,000 236,000 △ 7,000 △ 3.0 1.1 2 物 件 費 3,829,547 4,051,035 △ 221,488 △ 5.5 19.0 2 総 務 費 3,375,630 3,556,176 △ 180,546 △ 5.1 16.8

3 利子割交付金 10,000 2,000 8,000 400.0 0.1 3 維 持 補 修 費 94,958 97,546 △ 2,588 △ 2.7 0.5 3 民 生 費 6,864,843 7,216,845 △ 352,002 △ 4.9 34.1

4 配当割交付金 47,000 36,000 11,000 30.6 0.2 4 扶 助 費 3,778,022 3,760,111 17,911 0.5 18.8 4 衛 生 費 2,401,016 2,659,279 △ 258,263 △ 9.7 11.9

5
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

58,000 54,000 4,000 7.4 0.3 5 補 助 費 等 2,512,812 2,459,955 52,857 2.1 12.5 5 労 働 費 16,936 18,698 △ 1,762 △ 9.4 0.1

6
法 人 事 業 税
交 付 金

99,000 98,000 1,000 1.0 0.5 6 普通建設事業費 1,422,018 2,238,021 △ 816,003 △ 36.5 7.1 6 農林水産業費 597,551 648,991 △ 51,440 △ 7.9 3.0

7
地 方 消 費 税
交 付 金

950,000 800,000 150,000 18.8 4.7 7 災害復旧事業費 7 商 工 費 421,771 500,406 △ 78,635 △ 15.7 2.1

8
環 境 性 能 割
交 付 金

4,000 37,000 △ 33,000 △ 89.2 0.0 8 失業対策事業費 8 土 木 費 1,804,282 1,945,802 △ 141,520 △ 7.3 8.9

9 地方特例交付金 71,000 33,000 38,000 115.2 0.4 9 公 債 費 1,444,666 1,328,879 115,787 8.7 7.2 9 消 防 費 1,080,679 825,708 254,971 30.9 5.4

10 地 方 交 付 税 5,517,000 5,276,000 241,000 4.6 27.4 10 積 立 金 250,552 236,125 14,427 6.1 1.2 10 教 育 費 1,903,085 1,899,007 4,078 0.2 9.4

11
交通安全対策
特 別 交 付 金

2,000 3,000 △ 1,000 △ 33.3 0.0 11
出 資 金 及 び
貸 付 金

374,707 412,191 △ 37,484 △ 9.1 1.8 11 公 債 費 1,444,666 1,328,879 115,787 8.7 7.2

12
分 担 金 及 び
負 担 金

39,475 34,098 5,377 15.8 0.2 12 繰 出 金 1,773,306 1,817,732 △ 44,426 △ 2.4 8.8 12 予 備 費 20,000 20,000 0 0.0 0.1

13
使 用 料 及 び
手 数 料

367,064 389,426 △ 22,362 △ 5.7 1.8

14 国 庫 支 出 金 2,588,225 3,020,485 △ 432,260 △ 14.3 12.9

15 府 支 出 金 1,991,120 1,849,343 141,777 7.7 9.9 ※ 義 務 的 経 費 9,873,440 9,496,351 377,089 4.0 49.1

16 財 産 収 入 48,687 39,038 9,649 24.7 0.2 令和７年度： 45.7

17 寄 附 金 4 17,304 △ 17,300 △ 100.0 0.0

18 繰 入 金 2,268,438 2,539,080 △ 270,642 △ 10.7 11.3

19 繰 越 金 1 1 0 0.0 0.0

20 諸 収 入 314,091 248,532 65,559 26.4 1.6

21 市 債 807,300 1,366,000 △ 558,700 △ 40.9 4.0

20,131,340 20,808,956 △ 677,616 △ 3.3 100.0 20,131,340 20,808,956 △ 677,616 △ 3.3 100.0 20,131,340 20,808,956 △ 677,616 △ 3.3 100.0合　　　　　計 合　　　　計合　　　　計

一般会計性質別目的別明細

区　　　　　分 区　　　　　分 区　　　　　分

人件費

扶助費

公債費



　　　　《  》令和８年度歳入歳出の状況（一般会計）　歳入歳出総額：20,131,340千円

依存財源 61.5％
12,373,645千円

歳 出
目 的 別

歳 出
性 質 別

歳 入

市税23.4％

分担金・負担金

0.2％

使用料・手数料

1.8％
繰入金11.3％

財産収入

寄附金

諸収入

繰越金

1.8％

地方交付税27.4％

国庫支出金12.9％

府支出金9.9％

市債4.0％

地方譲与税ほか

7.3％

議会費・労働費・

予備費1.2％

総務費16.8％

民生費34.1％

衛生費11.9％

農林水産業費3.0％

商工費2.1％

土木費8.9％

消防費5.4％

教育費9.4％

公債費7.2％

人件費23.1％

物件費19.0％

維持補修費0.5％

扶助費18.8％

補助費等

12.5％

普通建設事業費

7.1％

公債費7.2％

積立金

1.2％

出資金・貸付金1.8％

繰出金8.8％

自主財源 38.5％
7,757,695千円



（単位：千円）

（単位：千円）

資料③

事業費
内訳

【歳出】＋7,048
　■児童福祉法施行事務費
　　委託　358（システム改修）
　■認定こども園運営事業費
　　負補　6,690（給付費）
【歳入】△2,038
　■保育所児童委託運営費
　　負担金　△1,890（保育料）
　■物部保育園運営費
　　使用料　△148（保育料）
※保育料負担の軽減の影響額のみ記載

市民参加の
状況

他市の取組
状況

担当課・
担当

子育て支援課　保育担当 TEL

事業概要

　■令和８年後期算定から保育所等の保育料を見直し、保育利用者の負担
　を軽減（９月分～令和９年３月分）

背　景
・

経　緯

・平成27年度に子ども・子育て支援新制度が導入されたこ
とに合わせて、保育料の所得階層区分の見直しを行い、10
段階から14段階に細分化
・近隣市の保育料との比較により生じている負担感を軽減
するため、保育料を見直し、就労と子育てを両立できる環
境整備が必要

期待される
効果

・子育て世帯の経済的負担の軽減
・子育て世帯の就労継続及び定住・転入の促進

42-7624

国補助 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 9,086

目　的
・

目　標

　保育所等の保育料を減額することにより、物価高騰の影響を受ける子育
て世帯の経済的負担を軽減するとともに、就労継続と定住・転入を促進
し、子育て環境の充実を推進

前年度当初予算額

令和８年３月定例会提出案件　補足資料

資料③-１

事業名
　保育料負担の軽減
（児童福祉法施行事務費、保育所児童委託運営費、
　認定こども園運営事業費、物部保育園運営費）

拡充
影　　響　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

9,086
9,086

総合計画
（章）

環境をととのえ健康のあふれる
まち

（節） 子育て環境の充実 　特　定　財　源　の　内　訳

資料③-２

事業名 　プロジェクトチームⅩ補助金 新規
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

1,000
1,000

総合計画
（章）

自治を高め心のつながりのある
まち

（節）
市民活動の促進と地域の活性
化

　特　定　財　源　の　内　訳

繰入金 地域振興基金繰入金 1,000

目　的
・

目　標

　市民の提案を聴く仕組みを構築することにより、市民の「やる気」を生
かした新しいまちづくりを推進

前年度当初予算額

事業費
内訳

・負補　1,000（10団体）

市民参加の
状況

・市民によるまちづくりの企画及び立案

他市の取組
状況

担当課・
担当

企画政策課　企画戦略担当 TEL 42-4215

事業概要

　■市民で組織するチームが実施する調査・研究に対する補助金
　　○補助対象チーム
　　　・市民を含む３人以上が組織するチームであること
　　　・特定の政治・宗教・思想等への関わりや暴力団の統制下にないこ
　　　　と
　　○補助率：10/10
　　○補助上限：100千円/団体
　　○補助対象経費：研究費、調査費、広報費、会議費等

背　景
・

経　緯

・市民の「やる気」を生かしたまちづくりを推進するとと
もに、市民の提案を聴く仕組みを構築するため、市活性化
に向けたアイデアを研究する活動への支援が必要

期待される
効果

・市民の「やる気」がさらなる「やる気」を呼ぶことによ
る、地域活力の醸成



令和８年３月定例会提出案件　補足資料

（単位：千円）

（単位：千円）

事業名 　メタバース教育支援センター事業費 新規
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

770
385

総合計画
（章）

教育をたいせつにし文化のかお
るまち

（節）
幼稚園、小・中学校教育の充
実

　特　定　財　源　の　内　訳

府補助 子どもの教育のための総合交付金 385

目　的
・

目　標

385

資料③-３

385

　府内の近隣市と共同でメタバース（仮想）空間での教育支援センターを
導入し、不登校児童・生徒の学習・自立を支援

前年度当初予算額 繰入金 教育振興基金繰入金

事業費
内訳

・使賃　770（メタバース教育支援センター利用料）

市民参加の
状況

・学校運営協議会に地域住民が参画

他市の取組
状況

・京丹後市、亀岡市と共同で実施

担当課・
担当

学校教育課　学務指導担当 TEL 42-4323

事業概要

　■不登校児童・生徒に、仮想空間での学びの場と居場所を提供し、社会
　的自立に向けた支援を実施
　　○実施内容：メタバース空間を利用した学習支援、コミュニケーショ
　　　ン、教育相談等
　　○対象：不登校状態の児童・生徒
　　○対象者数：10人
　　○開始時期：９月（予定）

背　景
・

経　緯

・不登校や別室登校など、登校することへのしんどさを抱
える児童・生徒が増加傾向にあり、特に全欠状態の児童生
徒への学びの場や居場所の提供などの支援が必要

期待される
効果

・不登校児童・生徒にとって参加の抵抗感が低い仮想空間
での学びの場・居場所を提供することによる社会的自立に
向けた支援

事業名
学びに向かう力・論理的思考力育成研究事業
費

拡充
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

1,440
720

総合計画
（章）

教育をたいせつにし文化のか
おるまち

（節）
幼稚園、小・中学校教育の充
実

　特　定　財　源　の　内　訳

府補助 子どもの教育のための総合交付金 720

目　的
・

目　標

720

1,050

資料③-４

720

　認知能力と非認知能力を一体的に育むこと、論理的な思考力を育成する
ことによる学力の向上

前年度当初予算額 繰入金 教育振興基金繰入金

事業費
内訳

・報償　600（講師謝礼）
・委託　840（教育研究）

市民参加の
状況

・学校運営協議会に地域住民が参画

他市の取組
状況

・長岡京市：同様の取組あり

担当課・
担当

学校教育課　学務指導担当 TEL 42-4323

事業概要

　■認知能力と非認知能力を授業の中で一体的に育み、論理的な思考力を
　育成するための授業に係る研究を実施
　　○認知能力向上のため国語、算数・数学、英語の教科の特性を踏まえ
　　　た授業改善アドバイザーとして大学教授を講師として招へいし授業
　　　の研究を実施
　　○非認知能力の研究者をアドバイザーとして招へいし、非認知能力を
　　　育むための授業に係る研究を実施
　　　・８年度研究校：綾部小学校、中筋小学校、吉美小学校、上林小学
　　　　　　　　　　　校、綾部中学校、豊里中学校、上林中学校
　　○論理的思考力を育成するため、論理的思考力の研究者をアドバイザ
　　　ーとして招へいし、授業の研究を実施

背　景
・

経　緯

・学力向上を目指し、認知能力と非認知能力を一体的に育
成する授業づくり、論理的な思考力を育成する取り組みを
推進するため、授業改善等に向けた研究が必要

期待される
効果

・認知能力と非認知能力を一体的に育むこと、論理的な思
考力を育成することによる学力の向上



令和８年３月定例会提出案件　補足資料

（単位：千円）

（単位：千円）

事業名 　綾部の学校魅力向上事業費 新規
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

1,200
600

総合計画
（章）

教育をたいせつにし文化のかお
るまち

（節）
幼稚園、小・中学校教育の充
実

　特　定　財　源　の　内　訳

府補助 子どもの教育のための総合交付金 600

目　的
・

目　標

600

資料③-５

600

　小規模特認校を始めとして、市内の小・中学校の教育の特色化を推進
し、学校の魅力を向上

前年度当初予算額 繰入金 教育振興基金繰入金

事業費
内訳

・報償　   80（謝礼）
・旅費　　 20（費用弁償）
・委託　1,100（体験授業等）

市民参加の
状況

・学校運営協議会に地域住民が参画

他市の取組
状況

担当課・
担当

学校教育課　学務指導担当 TEL 42—4323

事業概要

　■市が包括連携協定を締結している京都産業大学と連携し、市内の小・
　中学校の魅力を向上
　　○大学の専門性と地域の素材・人材を生かした体験授業や探求学習を
　　　実施
　　○教育アドバイザーによる本市の教育施策や各校の学校経営への助言
　　　等を実施

背　景
・

経　緯

・学びたい、学ばせたい学校づくりをより進めるため、小
規模特認校をはじめとする市内の各小・中学校のさらなる
特色化と魅力の向上が必要

期待される
効果

・市内の各小・中学校の教育の特色化
・市内外の子ども・保護者、地域に対する綾部の教育の魅
力の向上

事業名 　交通空白地有償運送事業費補助金 拡充
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

7,593
200 4,800

総合計画
（章）

計画を定め輝かしいあしたをひ
らくまち

（節） 公共交通の充実 　特　定　財　源　の　内　訳

府補助 市町村運行確保生活路線補助金 200

目　的
・

目　標

2,593

2,188
市債 市債 4,800

資料③-６

2,593

　路線バスが運行していない地域において、地域で組織される団体が主体
となり、交通空白地有償運送事業を実施し、地域内交通を充実

前年度当初予算額 繰入金 地域振興基金繰入金

市民参加の
状況

・地域住民が主体となり実施

事業費
内訳

・報償　　 10（謝礼）
・使賃　　 20（会場借上料）
・負補　7,563（補助金）

他市の取組
状況

・府内市町村：同様の取組あり

担当課・
担当

市民協働課　市民活動推進担当 TEL 42-4248

事業概要

　■地域住民主体で行う交通空白地有償運送事業に対する補助金
　　○車両取得事業【拡充】
　　　・対 象 者：交通空白地有償運送事業を実施する地域が事業主体の
　　　　　　　　　特定非営利活動法人等
　　　・対象経費：交通空白地有償運送事業に使用する車両の取得等に要
　　　　　　　　　する経費
　　　・補 助 額：上限5,000千円/団体（10/10以内）
　　○運送事業【拡充】
　　　・対 象 者：交通空白地有償運送事業を実施する地域が事業主体の
　　　　　　　　　特定非営利活動法人等
　　　・対象経費：交通空白地有償運送事業に要する経費（車両の取得等
　　　　　　　　　に要する経費を除く）
　　　・補 助 額：次の（１）（２）のうち、いずれか少ない方の額
　　　　　　　　　（上限2,000千円）
　　　　　　　　　（１）補助対象経費の7/10
　　　　　　　　　（２）補助対象経費から収益等を控除した額
　　○スタートアップ事業【新規】
　　　・対 象 者：交通空白地有償運送事業を実施予定の地域が事業主体
　　　　　　　　　の特定非営利活動法人等
　　　・対象経費：交通空白地有償運送事業を実施するための準備に要す
　　　　　　　　　る経費（車両の取得等に要する経費を除く）
　　　・補 助 額：上限100千円/団体（10/10以内）

背　景
・

経　緯

・人口減少や高齢化により、さらなる交通空白の発生が懸
念されることから、地域の実情やニーズに即した地域主体
による自家用有償運送など、新たな地域交通の導入の促進
が必要

期待される
効果

・地域内交通の充実



令和８年３月定例会提出案件　補足資料

（単位：千円）

（単位：千円）

事業名 　乳児等通園支援事業費 新規
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

5,395
4,046 674

総合計画
（章）

環境をととのえ健康のあふれる
まち

（節） 子育て環境の充実 　特　定　財　源　の　内　訳

国負担 乳児等のための支援給付交付金 4,046

目　的
・

目　標

674

資料③-７

675

　全ての子どもの育ちを応援し、子どもの良質な成育環境を整備するとと
もに、全ての子育て家庭に対する支援の強化

前年度当初予算額 府負担 乳児等のための支援給付交付金

事業費
内訳

・委託　5,395（給付費）

市民参加の
状況

他市の取組
状況

・全国市区町村：同様の取組あり

担当課・
担当

子育て支援課　保育担当 TEL 42-7624

事業概要

　■月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で
　柔軟に利用できる乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度)の実施
　　○利用対象：保育所等に通っていない０歳６カ月から満３歳未満の子
　　　　　　　　ども
　　○利用可能時間：子ども１人当たり月10時間（上限）
　　○利用料：１時間当たり300円
　　※低所得世帯等に対する減免制度あり

背　景
・

経　緯

・令和６年６月に成立した「子ども・子育て支援法等の一
部を改正する法律」により、児童福祉法において、乳児等
通園支援事業が市町村による認可事業として位置付け
・法律に基づく給付制度として、令和８年度から全ての自
治体で乳児等通園支援事業を実施

期待される
効果

・家族以外の人と関わる機会の創出による、子どもの社会
情緒的な発達、成長
・地域のさまざまな社会的資源（子育て支援等）とのつな
がりによる、保護者の孤立感、不安感の解消

事業名 　創業・事業承継支援事業費 新規
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

7,779
770

総合計画
（章）

産業をおこし豊かなくらしのあ
るまち

（節） 商工業の振興と雇用促進 　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 地域未来交付金 770

目　的
・

目　標

7,009

資料③-８

7,009

　集客施設の開店や事業承継を支援することによるにぎわいづくりと商業
の活性化

前年度当初予算額 繰入金 地域振興基金繰入金

事業費
内訳

・委託　7,779（創業・事業承継支援等）

市民参加の
状況

他市の取組
状況

・宮津市、京丹後市：同様の取組あり

担当課・
担当

商工労政課　商業担当 TEL 42-4263

事業概要

　■創業・第二創業・事業承継を促進
　　○事業内容
　　　・市内で創業・第二創業による新たな集客施設（小売店、飲食店
　　　　等）の開店または事業承継をした事業者の運転資金を支援
　　　・実施主体：綾部商工会議所

背　景
・

経　緯

・全国的に経営者の高齢化が進む中、後継者不在による黒
字廃業も多いことから、国は各都道府県に事業承継・引継
ぎ支援センターを設置し、全国の自治体に事業承継支援体
制構築を呼び掛け
・令和７年度まで集客施設の創業者や中心市街地の空き店
舗への出店者を支援してきたが、同センターや綾部商工会
議所と意見交換により、支援対象に第二創業や事業承継者
を追加

期待される
効果

・集客施設の開店や事業承継による市内経済の活性化



令和８年３月定例会提出案件　補足資料

（単位：千円）

（単位：千円）

事業名 　学校給食費補助事業費（小学校費） 拡充
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

74,246
74,246

総合計画
（章）

教育をたいせつにし文化のかお
るまち

（節）
幼稚園、小・中学校教育の充
実

　特　定　財　源　の　内　訳

府補助 給食費負担軽減交付金 74,246

目　的
・

目　標 12,183

資料③-９

　子育て世帯の支援の観点から国が実施する学校給食費の抜本的な負担軽
減（いわゆる給食無償化）のための「給食費負担軽減交付金」に基づき、
学校給食費に対して補助を実施

前年度当初予算額

事業費
内訳

・負補　74,246（市内小学校）

市民参加の
状況

・学校運営協議会に地域住民が参画

他市の取組
状況

・府内市町村：同様の取組あり

担当課・
担当

学校教育課　学務指導担当 TEL 42-4323

事業概要

　■小学校の給食費に対する補助金
　　○補助対象：給食を実施する市内小学校
　　○補 助 額：国の基準額（在籍児童数×基準額（5,200円）×11か月）

背　景
・

経　緯

・経済的事情による教育格差を是正し、子育て世帯への支
援強化が必要
・国は、保護者負担となっている学校給食費の抜本的な負
担軽減とし「いわゆる給食無償化」を決定

期待される
効果

・保護者の経済的負担の軽減

事業名 　高倉公園テニスコート改修事業費 新規
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

184,591
154,000

総合計画
（章）

産業をおこし豊かなくらしのあ
るまち

（節） スポーツの振興 　特　定　財　源　の　内　訳

市債 市債 154,000

目　的
・

目　標

30,000

資料③-10

30,000 591

　高倉公園テニスコートの大規模改修を実施し、施設の利便性を向上

前年度当初予算額 諸収入 令和８年度スポーツ振興くじ助成金

事業費
内訳

・需用　　 　10（消耗品）
・委託　　　510（減収補てん）
・工請　184,071（施設改修）

市民参加の
状況

・令和６年度利用状況
　利用者数：16,844人

他市の取組
状況

担当課・
担当

文化・スポーツ振興課
文化・スポーツ振興担当

TEL 42-4356

事業概要

　■高倉公園テニスコートの施設改修
　　○テニスコート改修
　　　・人工芝張替　８面（４面×２カ所）
　　　・防砂ネット　一式
　　　・付帯工事　　一式

背　景
・

経　緯

・第１テニスコートは平成24年度に全面張り替えを行い、
第２テニスコートは平成16年に竣工以降、部分改修で対応
・芝の老朽化が目立つため改修が必要

期待される
効果

・公共施設の適正管理
・施設の利便性の向上



令和８年３月定例会提出案件　補足資料

（単位：千円）

（単位：千円）

事業名 　保育所等副食費支援事業費 継続
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

8,784
8,784

総合計画
（章）

環境をととのえ健康のあふれる
まち

（節） 子育て環境の充実 　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 8,784

目　的
・

目　標 4,392

資料③-11

　保育所等の副食費に係る保護者負担額を助成することで、保護者の経済
的負担を軽減し子育て環境の充実を推進

前年度当初予算額

事業費
内訳

・扶助　8,784（副食費）

市民参加の
状況

他市の取組
状況

担当課・
担当

子育て支援課　保育担当 TEL 42-7624

事業概要

　■保育所等の副食費に係る保護者負担額を助成
　　○対象者：国制度及び京都府制度を活用した市の助成による副食費無
　　　　　　　償化の対象とならない全ての児童
　　○対象児童数：延べ5,316人
　　○助成額：１人当たり２千円/月

背　景
・

経　緯

・保育所等の副食費は、本市では児童１人当たり月額
4,900円を保護者が負担
・副食費について、国制度及び京都府制度を活用した市独
自助成により、低所得世帯の児童や第３子以降の児童は無
償化
・無償化の対象とならない児童の副食費は、市独自助成に
より令和５年４月から月額1,000円、令和８年１月から
2,000円を軽減
・物価高に対応し、子育て環境の充実を図るため、引き続
き支援が必要

期待される
効果

・子育て世帯の経済的負担の軽減

資料③-12

事業名 　黒谷和紙拠点施設整備事業費 継続
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

71,752
35,402 36,300 50

総合計画
（章）

産業をおこし豊かなくらしのあ
るまち

（節） 商工業の振興と雇用促進 　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 地域未来交付金 35,402

目　的
・

目　標

　拠点施設の整備により、生産、集客機能を強化し、京都府無形文化財
「黒谷和紙」を次世代に継承

前年度当初予算額 市債 市債 36,300

事業概要

　■黒谷町に多人数の体験機能を備えた黒谷和紙拠点施設を整備
　　○事業期間：令和７年度～令和９年度
　　○事業内容（令和８年度実施分）
　　　・連絡橋整備工事
　　　・拠点施設整備実施設計
　　　・用地買収
　　○供用開始：令和10年度（予定）

背　景
・

経　緯

・黒谷和紙工芸の里は、市公共施設等総合管理計画で老朽
化の状況や利用実態等を踏まえて施設のあり方等の検討を
する施設としており、老朽箇所の大規模改修や耐震化は未
実施
・専門学校の撤退や入館者の減少等により収入が減少
・黒谷和紙会館との２拠点運営が黒谷和紙協同組合の人的
負担となり、工芸の里は令和３年度以降、順次機能を縮小
・令和４年度に同組合において施設のあり方を検討し、黒
谷町への機能集約を要望

期待される
効果

・黒谷和紙の生産性の向上
・観光入込客数、観光消費額及び交流人口の増加
・安定的な施設運営

35,882

事業費
内訳

・役務　　 448（手数料）
・委託　33,304（設計）
・工請　37,500（橋りょう整備）
・公財　　 500（用地買収）

市民参加の
状況

・黒谷和紙協同組合との協議
・設計ワークショップの開催（参加者：地元住民、観光関
係者、黒谷和紙職人等）

他市の取組
状況

担当課・
担当

商工労政課　商業担当 TEL 42-4263



令和８年３月定例会提出案件　補足資料

（単位：千円）

（単位：千円）

事業名 　原子力災害避難ヘリポート整備事業費 継続
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

170,000
170,000

総合計画
（章）

平和をねがい祈りのあるまち （節） 防災対策の推進 　特　定　財　源　の　内　訳

府補助 原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業費補助金 170,000

目　的
・

目　標 13,156

資料③-13

　地震と原発事故の複合災害に備え、自衛隊のヘリコプターが離着陸でき
るヘリポートを整備することによる防災体制の強化

前年度当初予算額

事業費
内訳

・工請　170,000（ヘリポート整備）

市民参加の
状況

他市の取組
状況

・舞鶴市：同様の施設を整備予定

担当課・
担当

防災・危機管理課
防災・危機管理担当

TEL 42-4222

事業概要

　■奥上林地区にヘリポートを整備
　　○事業期間：令和７年度～令和８年度（予定）
　　○事業内容（令和８年度実施分）
　　　・ヘリポート整備 １カ所（睦寄町）

背　景
・

経　緯

・令和６年能登半島地震において、道路の損壊による孤立
集落が発生
・集落の孤立に備え、空路による避難手段の確保が必要

期待される
効果

・自衛隊のヘリコプターによる孤立集落からの救助及び支
援物資の搬送

事業名 　学校給食費補助事業費（中学校費） 継続
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

12,412
12,412

総合計画
（章）

教育をたいせつにし文化のかお
るまち

（節）
幼稚園、小・中学校教育の充
実

　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 物価高騰地方創生臨時交付金 12,412

目　的
・

目　標 6,707

資料③-14

　子育て世代を支援するため、学校給食費に対して補助を実施

前年度当初予算額

事業費
内訳

・負補　12,412（市内中学校等）

市民参加の
状況

・学校運営協議会に地域住民が参画

他市の取組
状況

・京丹後市：同様の取組あり

担当課・
担当

学校教育課　学務指導担当 TEL 42-4323

事業概要

　■中学校等の給食費に対する補助金
　　○補助対象：給食を実施する市内中学校等
　　○補 助 額：生徒等１人につき１食当たり100円

背　景
・

経　緯
・子育て世帯の経済的負担が増加しており、支援が必要

期待される
効果

・保護者の経済的負担の軽減


